






































 医療の効率化を促す取り組みの一つとして、急性期入院医療を対象とした「診断群分類  (Diagnosis 
Procedure Combination : DPC) に基づく１日当たり定額報酬算定制度 (Per-Diem Payment System: 
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た公債残高は、2014年度末には約780兆円に達することが見込まれている。 
 






























図2 社会保障給付費の部門別推移 (対国内総生産比)  
 





















































         →地域における医療提供体制の維持・医師確保の環境整備 
 ③経営形態の見直し：民間的経営手法を導入 
            (指定管理者制度・地方独立行政法人化・民間事業譲渡など)  
 





職員給与費対医業収益比率の推移、病床利用率 (全病院平均) をグラフ化したものが図4となる。 
 
図4 公立病院 赤字比率、経常収支比率、職員給与費対医業収益比率、病床利用率の推移 



















3-1. 効率性の定義・測定方法  
 まず、本稿で測定を行う医療サービスの「効率性」の定義を確認した後、これまでの先行研究におけ
る課題を整理していく4。医療経済学においては、Farrell (1957) により、技術的効率性 (Technical 








ズリサーチの分野で非営利機関の効率性を評価するモデルとしてCharnes et al. (1978) によって提示
されたデータ包絡分析 (Data Envelopment Analysis: DEA) である。測定されたデータから効率的な組
織群を選別し、選別したデータの各点を包絡することによって効率的な生産フロンティアを推定する方
法である。 






                                            
 3 但し、病床利用率に関してのみ、想定企業会計の病院を含んでいる 





数、診療保険点数を設定して、各病院の技術的効率性をDEAによって測定している。一方、Fujii and Ohta  































                                            
 5 よく知られているものとして、聖路加国際病院QI委員会により毎年公表されているものがある。 
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 しかし、近年、我が国でも日本独自のケースミックス分類であるDiagnosis Procedure Combination  
(DPC) の導入が病院に進み、同時に収集される死亡率等の品質指標の利用が可能になりつつある。河口
他 (2010) はDPC治療実績データから得られる相対係数で重み付けを行った入院患者数を生産物として







 先行研究では、病院の設立主体 (自治体病院か民間病院か) や病床数を限定すること、もしくは一般
病床のみの病院に限定するといった対応が主に行われてきた。例えば、中山 (2003) では、自治体病院
の中で一般病床のみの病院、かつ100床以下の病院を選ぶことで同質性を担保しようとしている。また、





までは同質性を確保することは難しい。そのため、海外の先行研究では、Rosko and Chilingerian (1999) 
等に見られるように、医学分野で同質的な患者をグループ化するために用いられるケースミックス分類、





















定が徐々に増え、本稿の対象である公立病院を対象にSFAを用いた先行研究にはFujii and Ohta (1999)、
高塚・西村 (2006)、高塚・西村 (2008)、河口 (2008) がある 6 。 




るため、先行研究は河口他 (2010) のみではあるものの、日本においてもNewhouse (1994) が指摘した
3つの課題により対応した技術的効率性の測定ができる環境が整い始めた段階であると言える7。 
 なお、SFAを用いた効率性測定の推定方法にも、前述のとおり生産関数を推定する方法と双対問題とし















 ܻ ൌ ݂	ሺܭ, ܮሻ	        (1)  
 
 (1) 式を、医療機関 ݅ の ݐ 年度における医療サービスの生産量を ௜ܻ௧、資本投入量をܭ௜௧、労働投入量
をܮ௜௧、全要素生産性をܣ௜௧として、コブ・ダグラス型生産関数に特定化すると下記のように示される。 
                                            
 6  DEAを用いて技術的効率性を測定した先行研究としては、南・郡司 (1994)、中山 (2003)、中山 (2004)、
野竿 (2007) がある。これらの先行研究においても、品質変数の制御は行われていない。 




KYOTO SANGYO UNIVERSITY ECONOMIC REVIEW No.2 (March 2015)










 ln ௜ܻ௧ ൌ lnܣ ൅ ߚଵlnܭ௜௧ ൅ ߚଶlnܮ௜௧ ൅ ߥ௜௧ െ ݑ௜௧      (4)  
 
 非効率項ݑ௜௧について一般に用いられる想定は平均ゼロ、分散ߪ௨２をもちゼロで切断された正規分布に従
うとするものである。さらに、この非効率項ݑ௜௧が時間を通じて一定 (	ݑ௜௧ ൌ ݑ௜) であると想定し、この
推定モデルをTime-invariant modelと呼ぶ。 (4) 式を最尤法で推定することで非効率項ݑ௜௧を測定する
ことができる 8 。 
 高塚・西村 (2008) が述べるように、非効率項ݑ௜௧に影響を与える要因を分析するに当たっては、
Kumbhakar et al. (1994) が示した2つの取り扱い方法がある。1つは生産要素以外の生産に影響する要
因を外生要因 (環境要因、施設特異的要因) と定義し、生産関数の説明変数として考慮する方法であり、
もう1つが非効率項の説明変数として考慮する方法である。また、河口他 (2010) によれば、Coelli et 










                                            
 8  SFAの推定モデルには、非効率項が時間を通じて変化すると想定するTime-varying decay modelも
ある。本稿執筆にあたってもTime-varying decay modelによる推定を試みたが、非効率性の時間変化率
を表すパラメータについては統計的に有意な推定値を得られなかった。 












 ܳ௜௧ఠ ௜ܻ௧ ൌ ܣ௜௧ܭ௜௧ఉభܼ௜௧ఉమܮ௜௧ଵିఉభିఉమ       (5)  
 
 投入要素である (5) 式右辺のうち、ܭ௜௧は資本投入である病床数を、ܮ௜௧は病院における主要な労働投
入量である医師数を、ܼ ௜௧はその他の生産要素をそれぞれ表す。また、産出物にあたる (5) 式左辺の ௜ܻ௧は
年間退院患者数を、ܳ ௜௧は品質変数を表す。 (5) 式の両辺を医師数ܮ௜௧で除すと (6) 式のように生産関数
を医師1人当たりに変換することができる。 
 





       (6)  
 




 ln ቀ௒೔೟௅೔೟ቁ ൌ lnܣ ൅ ߚଵln ቀ
௄೔೟
௅೔೟ቁ ൅ ߚଶln ቀ
௓೔೟
௅೔೟ቁ െ ߱lnܳ௜௧ ൅ ߥ௜௧ െ ݑ௜	    (7)  
 
 (7) 式のモデルをもとに、SFAで実際の推定を行う推定式は、 
 
 ln ቀ௒೔೟௅೔೟ቁ ൌ ܽ ൅ ܾଵln ቀ
௄೔೟
௅೔೟ቁ ൅ ܾଶln ቀ
௓೔೟
௅೔೟ቁ ൅ ݓlnܳ௜௧ ൅ ߥ௜௧ െ ݑ௜	    (8)  
 
























 なお、先行研究では被説明変数を1日平均入院患者数 (在院患者延べ数/入院診察日数) 及び1日平均




一方、高塚・西村 (2006) はデータの制約から「年間1床当たりの入院し退院した通過患者数 (1床当た
り年間退院患者数) 」を被説明変数として用いている。これらの先行研究を踏まえ、本稿では「年間退
                                            

































 なお、3点目の患者の同質性の調整に関しては、河口 (2008) が行った、DPCの相対係数での重み付け
は相対係数のデータが公開されていなかったことから、本稿において同様の調整を行うことは難しかっ

















バランスト・パネル・データのサンプル数は 714 (病院数は 238) 、アンバランスト・パネル・








他の生産要素を含まないモデル (Model 1)、Model 1に品質変数である「非再入院率」と「1か月当たり
救急車搬送数」を加えたモデル (Model 2)、Model 1 にその他の生産要素である「看護師数/医師数」と
「事務職員数/医師数」を加えたモデル (Model 3)、品質変数とその他の生産要素を加えた主となるモデ
ル (Model 4) を設定して推定を行った。 
 表 4 に示した推定結果において、各モデル間の違いが少ないことから、推定結果の頑健性が確認され





                                            
 14 本稿の分析には、Stata ver.13を用いた。 
 15 表４および表5において、lnሺߪ௩ଶ ൅ ߪ௨ଶሻは誤差項ݒ௜௧の分散ߪ௩ଶと非効率項ݑ௜௧の分散ߪ௨ଶの合計の対数値



















の早期退院を促す政策 (診療報酬改定) による影響と考えられる16 。 
 
















                                            
 16  2010年度の診療報酬改定において、入院早期の加算 (14日以内) が428点から450点 (１日当たり) 
に引き上げられている。 
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表4  Balanced Panel Dataによる推定結果 
  
（注）上段が係数推定値、下段括弧内は推定値の標準誤差を示す。また**はp<0.05、***はp<0.01を表







ln	ሺߪ௩ଶ ൅ ߪ௨ଶሻ	 
ln	ሺߛ ሺ1 െ ߛሻ⁄ ሻ	 
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表5 Unbalanced Panel Dataによる効率性の推定結果 
 
（注）上段が係数推定値、下段括弧内は推定値の標準誤差を示す。また**はp<0.05、***はp<0.01を表




機関 ݅ の効率性値 ߝ௜を、最も効率的な医療機関の全要素生産性 (ܣ) に対する医療機関 ݅ の全要素生
産性 (ܣ௜) の比率と定義 (ߝ௜௧ ≡ ܣ௜/ܣ) すれば、 (3) 式と非効率項の定義である ݑ௜௧~ ାܰሺ0, ߪ௨ሻ とよ
り、 
 
 ߝ௜௧ ൌ exp	ሺܣ െ ݑ௜௧ሻ/exp	ሺܣሻ ൌ exp	ሺെݑ௜௧ሻ    (9) 
 
ln	ሺߪ௩ଶ ൅ ߪ௨ଶሻ	 
ln	ሺߛ ሺ1 െ ߛሻ⁄ ሻ	 
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という関係が成立する。すなわち、推定された非効率項の符号を入れ替えたものを指数化したものが効
率性値となる。 
 (9)式に基づいて得られた効率性値の推計結果は、バランスト・パネル・データ (Model 4) について
は平均0.784、アンバランスト・パネル・データ (Model 4) については平均0.777という結果となった。
推定方法等の違いはあるが、同じく公立病院を対象に SFA によって効率性を測定した Fujii and Ohta  
(1999) は0.87と推定している。また、年間退院患者数/床をアウトプットにおき、関数形としてトラン






















                                            
 17 高塚・西村 (2008) は3種類の推定方法を用いて効率性値を推定しており、上記結果は本研究におけ
る推定方法に最も近い、非効率項が時間によって変動すると想定したモデルを最尤法によって推定した
結果である。 




分析を行った (Model 1) 。その後、「開設主体ダミー」を加えたモデル (Model 2) 、さらに「地域ダミ












（注）地域ダミーの内訳は、1北海道 2東北 3北関東・甲信 4南関東 5北陸 6東海 7近畿 8




                                            
19 ただし、自由度調整済決定係数 (Adj R-squared) はいずれのモデルにおいても高い値ではない点に留
意する必要がある。 
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 表8 使用変数の基本統計量 









 表9 Balanced Panel Data 効率性値 (Model 4) の重回帰分析結果 
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